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（注）　（　）内の数字は、キルビー判決以降になされた判決数（２７０件）を１００％とした場合の割合。

　　　　[　]内の数字は、キルビー判決以降、和解、取下等になった訴訟の合計（３０１件）を１００％とした場合の割合。

(*)　２００１年の１年間に請求された独立系の無効審判請求件数２１８件を、キルビー判決以降の２年７ヶ月分に外挿。

資料３－図１　侵害訴訟と無効審判の関係の定量的分析
　　　　（２０００年４月１５日～２００２年１１月１５日の特許・実用新案：特許庁調べ）
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権利濫用抗弁
あり

１０８件（４０％）

権利濫用抗弁
なし

１６２件（６０％）

①　抗弁のみ
１９件（７％）

キルビー判決以降２年７ヶ月間の終局判決数　　２７０件

②　抗弁と無効審判双方
８９件（３３％）

④　双方なし
８４件（３１％）

③　無効審判請求のみ
７８件（２９％）

⑤　現行の独立系の無効審判（特許・実用）
　　５６３件(*)

（現行無効審判全体の６１％）
（新無効審判全体の１１％）

②③②’③’
⑤⑥の合計
無効審判請求
５１６７件

抗弁のみ

抗弁と無効審判双方
裁判所と特許庁で重複・協働処理

無効審判のみ
特許庁のみで処理

抗弁・無効審判ともになし
裁判所、特許庁いずれも処理せず

独立系無効審判（侵害と無関係）
特許庁のみで処理

①’　抗弁のみ
②’　抗弁と無効
審判双方

③’　無効審判
のみ④’　双方なし

無効審判なし
１１６件［３９％]
 （内訳不明）

無効審判あり
１８５件［６１％］
 （内訳不明）

キルビー判決以降２年７ヶ月間に
和解、取下等となった訴訟事件

　　３０１件

制度改正した場合の独立系新無効
審判（侵害と無関係）の増加分
特許庁のみで処理

⑥　制度改正後の独立系の無効審判（特許・実用）の
増加分　４２５２件(**)
（新無効審判全体の８２％）

現行無効審判の約３００件は全て新無効審判に移行すると仮定した。また、現行異議申立てのうち多数異議申
立て約８７０件は全て新無効審判に移行し、単独異議申立て２８５０件の約３０％が新無効審判に移行すると仮
定した。この結果、新無効審判の請求件数は、現行無効審判（約３００件）+現行複数異議（約８７０件）+単独異議
（約２８５０件）*３０％－重複分（約７５件）＝約１９５０≒２０００件となる。これをキルビー決以降の２年７ヶ月分に
外挿すると５１６７件。これから、侵害訴訟関連無効審判（②８９件+③７８件+［②’+③’］１８５件）と独立系無効審
判⑤５６３件を引くと、制度改正後の独立系無効審判の増加分は、４２５２件。
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